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由布市第三次総合計画及び第３期総合戦略策定等支援業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

由布市第三次総合計画及び第３期総合戦略策定等支援業務委託の内容並びに同業務に係

る公募型プロポーザルの各種手続き、要件及び審査等の内容については、次のとおりとする。 

 

１ 目  的 

この実施要領は、由布市第三次総合計画及び第３期総合戦略策定等支援業務委託（以下「本

業務」という。）の委託事業者を公募型プロポーザル方式（以下「プロポーザル」という。）

により選定するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 業 務 内 容 

（１）委託件名 

由布市第三次総合計画及び第３期総合戦略策定等支援業務委託 

（２）業務仕様 

「由布市第三次総合計画及び第３期総合戦略策定等支援業務委託仕様書」（以下「仕様書」

という。）による。 

（３）委託期間 

契約日から令和８年３月３１日まで 

（４）契約方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約 

 

３ 契約上限額 

１２，４６１，０００ 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 参加資格 

プロポーザルに参加する者は、次の全ての要件を満たしている者とする。 

（１）仕様書第５条に規定する受注者資格を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

こと。 

（３）当該プロポーザル公示日現在、由布市において、当該業務に係る競争入札参加資格

を有し、かつ本プロポーザル実施の公告の日から受託候補者を選定するまでの間に、指

名停止措置を受けていない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手

続開始の申立てがなされていない者。ただし、それぞれの申し立てがなされた者であ

っても、参加申し込み時点において裁判所から更生又は再生計画の認可決定を受けた
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者は、この限りではない。 

（５）代表者、役員又はその使用人が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３又は第１

９８条に違反する容疑があったとして逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起された日

から２年を経過しない者でないこと。 

 （６）参加企業又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号）第３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会又は

関係機関に認定された日から２年を経過しない者でないこと。 

 （７）次に掲げる団体でないこと。 

   ① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

   ② 代表者又は役員等が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）である団体 

   ③ 団体の経営に暴力団員が実質的に関与している団体 

 （８）平成３１年４月１日以降において、本業務と同種又は類似の委託業務について、他の地

方公共団体から直接受託した実績を有していること。 

 （９）由布市内で業務進捗や業務内容等に関する打ち合わせが迅速かつ円滑に対応でき、緊

急時の体制が速やかに整えられる者であること。 

 

５ 質問書及び質問に対する回答 

企画提案書等の作成について質問がある場合は、質問書（様式第１号）の内容欄に簡

潔に記載し、提出すること。 

（１）提出期限及び提出先 

令和６年６月２５日（火）１７時までに、次の電子メール・形式にて提出すること。 

① seisaku@city.yufu.lg.jp 

② メールの件名は、必ず 

「由布市総合計画及び総合戦略策定等支援業務委託プロポーザル質問」とすること。 

③ 質問書送信後は、事項６（３）に記載の総合政策課の電話番号まで連絡すること。 

なお、市役所開庁日・時間以外に送信した場合は、直近の開庁日・開庁時間に連

絡すること。 

（２）回答方法 

上記期限までに提出のあったもののみ回答することとし、質問者の会社名等を伏せ、

令和６年６月２７日（木）に由布市公式ホームページ（当該プロポーザル公告専用「ペ

ージ）に掲載する。 

（３）留意事項 

①窓口や電話など口頭での質問は受け付けない。 

②本要領及び仕様書の内容以外に対する質問には回答しない。 

③同趣旨の質問が複数あった場合は、まとめて回答する。 
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６ 参加申込等 

本業務におけるプロポーザルへの参加を希望する者は、次の期日までに下記書類を提出

すること。 

（１）提出期限  令和６年７月２日（火）１７時まで 

（２）提出方法  郵送又は持参により提出すること。 

※郵送の場合は、簡易書留郵便とし、上記提出期限までに到着したものに限る。 

（３）提出場所  由布市総合政策課 企画調整係（由布市役所 本庁舎本館２階） 

 〒８７９－５４９８ 大分県由布市庄内町柿原３０２番地 

由布市役所 総合政策課 企画調整係 

℡  ０９７－５８２－１１５８（直通） 

（４）提出書類  ①参加申込書（様式第２号） １部 

②会社概要書（様式第３号） １部 

併せて既存パンフレットの添付も可。 

③業務実績書（様式第４-１号、第４-２号） 各１部 

事業者の業務実績を具体的に記載すること。 

様式第４-１号は、仕様書第５条（１）の資格を確認し、様式第４- 

２号は、仕様書第５条（２）の資格を確認するものである。 

各様式において、同種又は類似業務の実績を最大５件まで記載する

こと。また、業務実績の内容が確認できる書類として、契約を証す

る書類の写し等を添付すること。 

④業務実施体制調書（様式第５-１号、第５-２号） 各１部 

業務全体を統括する統括責任者及び仕様書の各業務の管理責任者

名（兼務可）を記入するとともに、当該責任者の資格（業務に係る

ものに限る。写し等を別に添付すること）、また、各責任者の業務

受託実績を最大５件まで具体的に記載すること。 

外部の協力を受ける場合は、協力企業名等を記載すること。 

ただし、統括責任者については当該企業の社員とする。また、統括

責任者及び管理責任者は、本市の要求に応じて庁内での打ち合わせ

等に参加できる者とする。 

⑤会社・法人の登記事項証明書 １部 

※発行後３か月を経過していない原本 

（５）資格確認   参加申込書を提出した者について、提案資格を満たすものか確認

をし、参加資格審査結果通知書（兼企画提案書等提出依頼書）を 

令和６年７月５日（金）までに電子メールにて通知する。 

※企画提案書等提出依頼書は、提案資格を満たすもののみへ送付する。

送付を受けた者は必ず依頼書を受信した旨を返信すること。 

※期日までに資格の有無の通知が届かなかった場合は、（３）に記載
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の電話番号に連絡すること。 

（６）参加辞退 参加表明書提出後に参加辞退する場合は、参加辞退届（様式第６号）

を、令和６年７月１６日（火）１７時までに提出すること。 

 

７ 企画提案書等の提出 

企画提案書等の提出依頼を受けた者は、次により必要書類等を提出すること。なお、

下記提出書類以外に独自提案等の書類を提出することを妨げるものではない。 

（１）提出書類 

① 企画提案書表紙（様式第７号） 

② 企画提案書（任意様式） 

仕様書の各業務を遂行するための具体的な手法を項目ごとに項目順に記載し、

作成される各計画書等の構成イメージを視覚的にわかりやすく提案すること。

また、計画策定によって可能となる分析や評価について、事例を交えてわかり

やすく提案すること。また、資格審査時に提出した内容を含めた事業実績等も

適宜記載し、併せて各業務の実施時期（スケジュール）も作成すること。 

③ その他独自提案等書類（任意様式） 

④ 業務の見積書（任意様式） 

本業務に係る見積書（内訳書とも）を作成すること（消費税及び地方消費税 

含む）。本業務の全体の見積金額とその詳細な内訳及び単価・数量を示し、積算

根拠が分かるように記載すること。契約上限額を超える見積書を提出した場合

は失格とする。 

（２）提出部数  紙媒体 １２部（審査用 正本１部、副本１１部） 

電子媒体（CD-R 等） １枚（※庁内内部報告等のため） 

※ファイル形式は、PDF と PPT 等のオリジナルデータ 

※提出様式は A4 版で、文字は１１ポイント以上とする。 

※仕様書の各業務を遂行するための具体的な手法を項目ごとに項目順に記載す

ること。その際、以下①～⑤の事項を含め簡潔にまとめること。 

※適宜ページ番号などを振り、分かりやすくすること。 

※イメージ図などを利用する場合で A3 を利用する場合は、A4 の大きさに三つ

折りすること。 

① 実施方針・策定される計画等の内容やイメージ 

② 実施体制（他の自治体での業務受託実績を含む） 

③ 業務スケジュール（工程表） 

④ 実施方法 

⑤ その他独自提案等 

（３）提出期限  令和６年７月１６日（火）１７時まで 

※提出場所・提出方法は、６．参加申込等の項に同じ。 
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※持参の場合の提出可能時間は、由布市役所の開庁日・時間内とする。 

※なお期限日までに企画提案書等の提出が無かった場合、辞退したものと見做す。 

 

８ 審査体制 

①審査員は、由布市政策会議構成員等の中から市長が数名を指名し、審査基準を基にし

た総合的な審査のもと、最も優秀な事業者を委託業者に選定する。 

②一次審査においては、総合政策課にて審査を行った上、その結果を上記の審査員の承

認を得て決定するものとする。 

③参加事業者が１者であった場合は、一次審査を行わず、二次審査を行い、審査基準の

最高評点の６割以上の評点を得れば、当該事業者を選定する。 

④なお、必要に応じて上記の審査員に加え、外部識者を審査委員として指名することを

妨げない。 

⑤一次審査及び二次審査は非公開とする。 

 

９ 一次審査（書面審査） 

一次審査は、前項８の記載により、書面にて行う。 

 

１０ 一次審査結果通知 

一次審査の結果は、令和６年７月２２日（月）までに、電子メールにて通知する予定。 

※一次審査通過の通知を受けた者は、通知メールに必ず受信した旨を返信すること。 

※一次審査結果の通知が届かなかった場合は、６項（３）に記載の電話番号に連絡する

こと。 

 

１１ 二次審査プレゼンテーション  

提案プレゼンテーションは、事業者ごとに、提出した企画提案書等をもとに行うものと

し、追加提案の資料や追加資料の配付を認めない。ただし、これらを踏まえて、パソコン

及びプロジェクターによるPPT等でのプレゼンテーションは許可する。 

（１）日 時  別途通知 ※令和６年７月２９日（月）を予定 

（２）場 所  別途通知 ※由布市役所内で実施予定 

（３）説 明 者  ４名以内 

（４）説明時間  提案プレゼンテーション３０分以内（プレゼン設営を含む） 

質疑応答１５分程度 

 

１２ 二次審査結果 

二次審査の結果については、令和６年８月２日（金）に、選定者を市ホームページ（当

該プロポーザル公告専用ページ）に掲載し、当該日に全ての提案者に書面を発送し通知

する予定。 
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なお、審査の経緯及びその内容に関しては電話、文書での問い合わせには応じない。

また、審査の過程や結果に対する異議申し立ては受け付けない。 

 

１３ 留 意 事 項 

（１） 本プロポーザルに係る経費はすべて参加者の負担とする。 

（２） プレゼンテーション時において、プロジェクター及びスクリーンは由布市にて

準備を行う。それ以外の機材を使用する場合は事前に連絡すること。 

（３） 企画提案書は１事業者につき１案とする。 

（４） 書類提出後の企画提案書等の修正、変更又は追加は認めない。 

（５） 提出された書類は返却しない。 

（６） 企画提案書等の著作権は企画提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザ

ルに関する審査、説明、報告等のために必要な場合は、事業者の承諾を得ずに提

出書類の内容を無償で使用や複写できるものとする。 

（７） 提出された書類は、提出者の正当な利益が害されるおそれがあることから、提出

者の許諾無しに情報公開等の開示をしない。 

（８） 企画提案書等の提出後に参加を辞退する場合、速やかに担当課へ連絡すること。 

（９） 記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、又は書類に虚偽の記載をし、これ

を提出したものは失格とする。 

（１０）なお、一次審査及び二次審査は非公開とし、審査の過程や結果に対する質問や

異議申し立ては受け付けない。 

 

１４ 本件に関する照会・書類の提出先（事務担当課） 

担 当 課：由布市役所 総合政策課（担当：佐藤） 

住 所：〒８７９－５４９８  

大分県由布市庄内町柿原３０２番地 

由布市役所 総合政策課 企画調整係 

電 話：０９７－５８２－１１５８（直通） 

※本市の電子メ―ルアドレスへのメール送信は、質問書等本実施要領にメール送信を要

する旨の記載のある事項以外には行わないこと。 
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１５ 実施スケジュール 

№ 項   目 期  間  等 備   考 

１ 参加募集開始 令和６年６月１８日（火）から ホームページ 

２ 質問書受付期限 令和６年６月２５日（火）１７時まで 電子メール 

３ 質問書に対する回答 令和６年６月２７日（木） ホームページ 

４ 参加申込書提出期限 令和６年７月 ２日（火）１７時まで 持参又は郵送 

５ 
参加資格審査結果通知書兼 

企画提案書等提出依頼書送付 
令和６年７月 ５日（金） 電子メール 

６ 企画提案書等提出期限 令和６年７月１６日（火）１７時まで 持参又は郵送 

７ 一次審査結果通知 令和６年７月２２日（月）予定 電子メール 

８ 二次審査プレゼンテーション 令和６年７月２９日（月）予定 市役所本庁舎 

９ 二次審査結果通知 令和６年８月 ２日（金）予定 

選定者を 

HP にて掲載 

及び 

各提案者へ 

書面発送 
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１６ 審査基準 

審査項目 評価項目 審査内容 配点 合計点 

実施体制 会社概要及び 

業務実績 

総合計画等策定をはじめ、財務書類作

成、市有財産管理台帳、施設マネジメ

ント業務等に関し、同種・類似業務の

受託実績が十分なものか。 

特に、行政経営システムや行政計画管

理システムの導入等と併せた受託実

績が十分なものか。 

20 100 

業務実施体制 業務量に見合った人員を配置してい

るか、配置した人員の経験は十分なも

のであるか。 

また県内に事業所があり、臨機応変、

迅速な対応が可能であるか。 

加えて業務遂行上の情報セキュリテ

ィ体制が十分なものであるか。 

5 

企画提案 

 

現状分析・課題把握 由布市総合計画、総合戦略及び各種計

画を理解し、地域の現況・課題を捉え

ているか。 

また、由布市の各地域の実情に精通し

ているか。 

20 

業務支援 住民意識調査、各種会議等の運営支援

について、十分な内容の支援が提案さ

れているか。 

5 

総合計画、総合戦

略、人口ビジョンに

関する提案 

現行計画との整合性が図られ、国や県

の総合戦略を加味したものでデジタ

ル化を絡めた由布市の将来性に期待

が持てる、独自性のある提案となって

いるか。 

10 

システム登録デー

タ整備に関する 

提案 

地域課題の整理や事業に係る成果指

標の設定、客観的な証拠に基づく事業

の立案、評価等を実施するにあたり、

登録するデータの正確性を担保して

いるとともに、発注者の事務負担や費

用負担ができるだけ生じない提案と

なっているか。 

10 
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独自提案等 仕様書に記載している提案に加え、独

自性のある提案や発注者としての由

布市の施策や行財政に資する提案を

しているか。 

20 

工程 業務工程 スムーズな業務工程を組んでいるか。

効率的な業務スケジュールとなって

いるか。 

5 

見積書 見積額 見積額の低い順から、５点、４点、３

点、２点、１点とし、それ以降につい

ては０点とする。 

5 

 


